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要旨：Fc150N/mm2 級の超高強度コンクリートを対象とし，施工時荷重の圧縮クリープ特性

への影響を確認すべく，載荷材齢および載荷応力の異なる長期圧縮クリープ試験，および載

荷応力を段階的に増加させた長期圧縮クリープ試験を実施しそれらの特性を確認した。その

結果，載荷応力が大きく載荷材齢が早いほど圧縮クリープひずみは大きくなり，最終的な載

荷応力が同じであっても，載荷材齢の違いや載荷応力の変動により，終局の圧縮クリープひ

ずみは異なることがわかった。また，従来式による圧縮クリープひずみ評価手法の，荷重が

段階載荷的に増加する場合を含めた長期実測値への適用性について検討した。 
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1. はじめに 

構造物を高層化し，かつ柱断面の増加なく軸

力を保持すべく，設計基準強度(以下，Fc)で

100N/mm2 を上回る超高強度コンクリートが実

用化されている 1)。現状では，超高強度コンクリ

ートの収縮・クリープや強度特性については未

解明な部分が残されており，設計・施工を合理

化し汎用性を増すためには更なるデータ・知見

の蓄積が求められる 2)。 

コンクリートのクリープ特性に影響を及ぼす

要因として，載荷材齢や載荷応力等の荷重条件

が挙げられる。圧縮強度が 120N/mm2 程度までの

高強度コンクリートについては，クリープ係数

は載荷時の圧縮強度が高いほど小さく，載荷材

齢が早いほど大きくなることが示され，これら

のデータベースよりいくつかの評価式が提案さ

れている 3)4)5)。また，Fc120N/mm2 級以上の高強

度コンクリートについても，クリープ係数は水

結合材比の低下に伴い小さくなることが示され

ている 6)7)。 

今回，Fc150N/mm2 級の超高強度コンクリート

を対象とし，施工時荷重の圧縮クリープ(以下，

クリープ)特性への影響を確認すべく，載荷材齢

および載荷応力の異なる長期クリープ試験，お

よび載荷応力を段階的に増加させた長期クリー

プ試験を実施した。さらに，従来のクリープ評

価式の，荷重が段階的に増加する場合を含めた

長期実測値への適用性について検討した。 

 

2. 試験概要 

2.1 使用材料と調合および試験体種類 

使用材料を表－1に，コンクリート調合および

フレッシュ性状を表－2に示す。結合材には低熱

ポルトランドセメントにシリカフュームを質量

比で 10％置換したものを使用した。フレッシュ

性状はコンクリート温度 20℃，スランプフロー

70cm を目標とし，20℃の室内において強制二軸

ミキサを使用し製造した。 

クリープ試験体はφ100×200mm の円柱供試

体とし，1 試験ケースあたり 3 体作製した。各試

験体はコンクリート打設後に封かんし，20℃一定に

制御した室内に静置（以下，20℃封かん）した。 

また，20℃封かん養生および標準養生条件の

円柱強度供試体を作製し，所定の材齢 t 日での圧

縮強度 f(t)[N/mm2]および静弾性係数 E(t)[kN/mm2]

を確認した。
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図－2 圧縮強度の発現と載荷応力との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 クリープ試験手順 

図－1 にクリープ試験装置およびコンクリー

トのひずみ測定箇所を示す。クリープ試験手順

は JIS 原案 8)に準拠し，3 本の試験体を鉛直に積

み重ね 20℃封かん条件で実施した。試験体のひ

ずみは，ひずみゲージを試験体の載荷方向に 4

枚，載荷直交方向に 2 枚取付け測定し，3 本の測

定値の平均値とした。ひずみゲージは載荷直前

に試験体の封かんを解いて取付け，取付け後に

速やかに再度封かんした。 

同様の手順で 20℃封かん養生の無載荷試験体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を作製し，クリープ試験体の材齢 7 日以降の自

由ひずみを測定した。 

表－3と図－2に，試験ケースごとの載荷条件

を示す。CASE-1 は載荷応力σ(t)[N/mm2]を材齢 7

日で f(28)×0.3とした。CASE-2 はσ(t)を材齢 7 日

で f(7)×0.3，材齢 14 日で f(14)×0.3，材齢 28 日

で f(28)×0.3 と段階的に増加させた。CASE-3 は

σ(t)を材齢 28 日で f(28)×0.3 とした。σ(t)は，載

荷直前に 20℃封かん養生円柱強度供試体の f(t)を

確認し決定した。CASE-1 のσ(t)の決定には材齢

7 日時点で f(28)が必要となるため，予備試験に

より f(28)を確認した。いずれの試験ケースも，

最終的なσ(t)は f(28)×0.3＝48.3N/mm2 である。
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表－2 コンクリート調合およびフレッシュ性状 
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図－1 クリープ試験装置および

ひずみ測定箇所 

表－3 クリープ試験ケース 

表－1 使用材料 

0≦
t＜7

7≦
t＜14

14≦
t＜28

28≦t
≦600

CASE-1 0
48.3

(0.40)
48.3

(0.34)
48.3
(0.30)

材齢7日でσ(t)＝f(28)
×0.3として保持

CASE-2 0
36.6

(0.30)
42.6

(0.30)
48.3
(0.30)

材齢7,14,28日でσ(t)＝
f(t)×0.3と段階的に増加

CASE-3 0 0 0
48.3
(0.30)

材齢28日でσ(t)＝f(28)
×0.3として保持

無載荷 0 0 0 0 自由ひずみを測定

表中の数字は載荷応力σ(t)[N/mm
2
]を表し，

()は載荷応力と載荷時の圧縮強度の比σ(t)/f(t')を表す。

材齢t(日)
備考

0
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材齢(日)
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(
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応
力
σ

(
t
)
[
N
/
m
m

2
]

σ(t)(CASE-1)

σ(t)(CASE-2)

σ(t)(CASE-3)

材齢600日まで載荷継続

圧縮強度

材料名 記号 種類 諸物性

C 低熱ポルトランドセメント 密度:3.24(g/cm
3
),比表面積:3300(cm

2
/g)

SF シリカフューム 密度:2.20(g/cm3),比表面積:226000(cm2/g)
細骨材 S 茨城県岩瀬産硬質砂岩砕砂 表乾密度:2.61g/cm3,吸水率1.41%,粗粒率2.67
粗骨材 G 茨城県岩瀬産硬質砂岩砕石 表乾密度:2.65g/cm

3
,吸水率0.66%,粗粒率6.76

化学混和剤 SP 高性能AE減水剤 ポリカルボン酸系

結合材

W C SF S G
温度
(℃)

空気量
(%)

スランプフロー値
(cm)

室温
(℃)

15 39.6 150 900 100 524 811 21.0 1.0 74.5×73.0 20.5

W/B
(%)

単位容積質量(kg/m3)S/a
(%)

フレッシュ性状
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表－4 圧縮強度および静弾性係数試験結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 試験結果 

3.1 圧縮強度および静弾性係数 

表－4 に f(t)と E(t)の試験結果を示す。f(t)およ

び E(t)いずれも材齢 28 日時点で材齢 365 日時点

の 80％以上発現し，その後も徐々に増大した。 

3.2 載荷時の応力-ひずみ関係 

図－3に，クリープ試験の載荷応力増加時と静

弾性係数試験のそれぞれの応力‐ひずみ関係に

ついて，圧縮方向を正とし示す。どちらの場合

も載荷応力と載荷時のひずみは直線関係にあっ

た。また，それぞれの傾きは，段階的に荷重を

増加させた CASE-2 を含め，概ね一致した。 

3.3 ポアソン比 

図－4に，載荷応力増加時の載荷方向と載荷直

角方向のひずみを抽出し，両者の絶対値の関係

を示す。長期段階載荷を実施したCASE-2を含め，

弾性変形時のポアソン比μ(t’)≒0.2 であった。 

3.4 全ひずみおよびクリープひずみ 

図－5に，載荷方向の材齢 t 日でのクリープ試

験体の載荷方向の全ひずみε(t)[×10-6]を示す。

材齢 600 日付近において，何れの試験ケースの

ε(t)もほとんど増進が見られず，この時点でク

リープ挙動はほぼ終局状態と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ε(600)は，CASE-1 では約 3100[×10-6]，CASE-2

では約 2700[×10-6]，CASE-3 では約 2000[×10-6]

であった。無載荷試験体の自由ひずみεsh(600)

は，約 250[×10-6]であった。 

図－6に，材齢 t’日で載荷した試験体の載荷方

向のクリープひずみεc(t,t’)[×10-6]の実測値を示

す。εc(t,t’)は式(1)より算出した。 

εc(t,t’)=ε(t)－εe(t’)－εsh(t)         (1) 

ここに，εe(t’)：載荷材齢 t’日に生じた載荷

方向の弾性ひずみ[×10-6]，εsh(t)：材齢 t 日

での載荷方向の自由ひずみ[×10-6] 
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(a) 材齢 7 日 (b) 材齢 14 日 (c) 材齢 28 日
図－3 載荷時の応力-ひずみ関係 

図－4 載荷時の方向別のひずみ変化
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CASE-2 のεc(t,t’)の算出に際しては，εe(t’)を

載荷材齢 7，14，28 日それぞれの弾性ひずみ増

分とした。CASE-3 のεc(t,t’)の算出に際しては，

εsh(t)を材齢 28 日以降の増分とした。 

材齢 600 日でのε c(t,t’)は，CASE-1 では約

1450[×10-6]，CASE-2 では約 1250[×10-6]，CASE-3

では約 800[×10-6]であった。 

最終的な載荷応力が同じであっても，載荷材

齢の違いや載荷応力の変動により，終局クリー

プひずみは異なる結果となった。終局クリープ

ひずみは，載荷材齢が早いほど大きく，載荷応

力が大きいほど大きくなった。 

3.5 クリープ係数 

図－7 に，実測値より式(2)により算出したク

リープ係数φ(t,t’)の経時変化を示す。ただし，

CASE-2 については材齢 7～14 日の範囲で表示し

ている。 

φ(t,t’)=εc(t,t’)／εe(t’)              (2) 

CASE-1 と CASE-3 は載荷応力σ(t)が同じ f(28) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

×0.3 である。両者のクリープ係数φ(t,t’)を比較

すると，載荷材齢 t’＝7 日である CASE-1 の方が t’

＝28日であるCASE-3よりも初期の進行速度が速

く，一定値に早く収束する傾向が見られた。ま

た，終局クリープ係数φ0は載荷材齢が早いほど

大きくなり，CASE-1 ではφ0＝1.07，CASE-3 では

φ0＝0.73 であった。 

材齢 7日に載荷したCASE-1と CASE-2のφ(t,t’)

を比較すると，σ(t)/f(t’)＝0.4 である CASE-1 の方

が，σ(t)/f(t’)＝0.3 である CASE-2 よりも，材齢 7

～14 日の範囲で約 1.25 倍大きい結果となった。 

3.6 クリープポアソン比 

図－8 に，式(3)により求めたクリープポアソ

ン比μc(t,t’)の経時変化を示す。 

μc(t,t’)=－εHc(t,t’)／εc(t,t’)         (3) 

ここに，εHc(t,t’)：εc(t,t’)と同様にして求め

た載荷直交方向のクリープひずみ[×10-6] 

何れの試験ケースもμc(t,t’)は 0.2 よりも小さ

く，終局値で概ね 0.10～0.15 の範囲にあった。 
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図－7 クリープ係数の経時変化 
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4. 従来式によるクリープひずみの評価 

従来のクリープひずみ評価式の，超高強度コ

ンクリートのクリープ評価への適用性を検討す

る。今回，比較的高強度域を対象とし導出され

た JSCE 式 5)および JCI 式 4)を用いて検討した。 

また，荷重が段階的に増加する場合のクリー

プひずみは，重ね合わせの原理 9)に基づき，変動

応力の増分Δσ(t’)に対するクリープひずみΔεc(t,t’)

を算出し加算することで求めた。すなわち，

CASE-2 のεc(t,t’)の算出に際し，材齢 7～14 日で

のΔσ(t’)を 36.6N/mm2，14～28 日でのΔσ(t’)

を 42.6－36.6＝6.00N/mm2，28～600 日でのΔσ(t’)

を 48.3－42.6＝5.70N/mm2 とした。 

4.1 JSCE 式による推定値 

圧縮強度が 55N/mm2 を超える高強度コンクリ

ートのクリープひずみは，式(4)で与えられる。 

εc(t,t’)/σ(t)={4W(1－RH／100)＋350} 

÷{12+f(t’)}×log(t－t’＋1)        (4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここに，εc(t,t’)/σ(t)：単位クリープひずみ[×

10-6/(N/mm2)]，W：単位水量[kg/m3](130≦W

≦130)，RH：相対湿度[%](40≦RH≦90)，た

だし，f(t’)≦80N/mm2 

式(4)の導出は圧縮強度 120N/mm2 までのデー

タベースに基づき検討されており，極めて簡便

な式ながら，±40%の精度が示されている 3)10)。 

推定値に，式(4)の W として 150kg/m3，RH と

して 100％，f(t’)に実測値を適用し推定値を算出

した結果を図－9 に示す。σ(t)/f(t’)＝0.3，t’=28

日である CASE-3 以外は，実測値が推定値の±

40％の範囲をはずれ，載荷材齢が早く載荷応力

が大きいほど推定値は実測値を小さく評価する

結果となった。 

4.2 JCI 式による推定値 

JCI 式は，f(28)が 89.7～126.3N/mm2 の範囲の

データより導出されたものであり，式(5)～(7)で

表される。 

図－10 JCI 式による推定値と実測値との比較

図－9 JSCE 式による推定値と実測値との比較 
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φCEB(t,t’)=φ0×[(t－t’)／{βH＋(t－t’)}]0.3   (5) 

φ0=0.826×{E(t’)／E(28)}－1.67       (6) 

βH=0.0588×exp{7.75E(t’)／E(28)}    (7) 

ただし，φCEB(t,t’)＝φ(t,t’)×E(t’)／E(28) 

E(t’)，E(28)，f(t’)，εe(t’)に実測値を適用し推

定値を算出した結果を図－10 に示す。何れの結

果も，実測値は推定値の±40％の範囲内にあり，

特にσ(t)/f(t’)＝0.3 である CASE-2 と CASE-3 につ

いて実測値と同等の値が得られた。 

JCI 式は，φ0 とβH を載荷時の圧縮強度 f(t’)

や静弾性係数 E(t’)の関数とし，材齢に伴うクリ

ープ進行特性の変化がJSCE式よりも厳密に考慮

されている。このため，載荷材齢 7 日の推定値

がJSCE式に比べ精度よく得られたと考えられる。 

以上の結果より，今回の実験範囲において，

JCI式により Fc150N/mm2級超高強度コンクリー

トの荷重が段階的に増加する場合を含めたクリ

ープ挙動の長期実測値を概ね評価できた。 

 

5. まとめ 

Fc150N/mm2 クラスの超高強度コンクリート

のクリープ特性について以下の知見を得た。 

(1)長期段階載荷における弾性変形時の応力-ひ

ずみ関係は，材齢と養生条件を同じくした静

弾性係数試験の結果と同等である。 

(2)載荷応力が同じ場合，載荷材齢が早いほどク

リープひずみ及びクリープ係数の進行速度は

速く，一定値への収束も早い。また，終局ク

リープひずみおよび終局クリープ係数は大き

くなる。 

(3)載荷材齢が同じ場合，載荷応力が大きいほど，

クリープひずみおよびクリープ係数は大きい。 

(4)最終的な載荷応力が同じであっても，載荷材

齢の違いや載荷応力の変動により，終局のク

リープひずみは異なる。 

(5)材齢 28 日圧縮強度の 30％を，材齢 7 日で載

荷した場合の終局クリープ係数は 1.07，材齢 28

日で載荷した場合の終局クリープ係数は 0.73

であった。 

(6)弾性変形時のポアソン比は 0.2 程度であり，クリ

ープ試験時のポアソン比は0.10～0.15の範囲にある。 

(7)JCI 式によるクリープひずみ評価手法により，

荷重が段階的に増加する場合を含めたクリー

プ挙動の長期実測値を概ね評価できた。 

 

謝辞 今回報告した試験データは，㈱フジタ，

三井住友建設㈱による共同研究成果の一部です。

関係諸氏には多大なるご協力，有益なご意見を

頂きました。ここに記し厚く謝意を表します。 
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